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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４．「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

 

回次 
第65期 

第１四半期 
連結累計期間 

第66期 
第１四半期 
連結累計期間 

第65期 

会計期間 
自  平成26年５月１日
至  平成26年７月31日

自  平成27年５月１日 
至  平成27年７月31日 

自  平成26年５月１日
至  平成27年４月30日

売上高 (千円) 6,593,550 6,523,329 31,409,573 

経常利益 (千円) 350,185 376,357 2,392,681 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(千円) 229,282 256,272 1,393,052 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 227,231 332,621 2,029,722 

純資産額 (千円) 10,194,691 12,166,915 11,931,011 

総資産額 (千円) 21,886,910 23,508,382 23,207,956 

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 24.60 27.50 149.48 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 46.49 51.64 51.30 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社および連結子会社)が判

断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、好調な企業業績を背景に雇用・所得環境の改善が見られるな

ど、緩やかな回復基調で推移いたしました。世界経済につきましても、中国経済の減速やギリシャの債務問題、地

政学的リスクなどがあるものの、緩やかな回復基調で推移しております。 

当社グループの主要得意先である自動車関連企業につきましては、北米における販売が増加しておりますが、軽

自動車税額の引上げなどの反動減もあり国内販売が減少しており、アジア地域においても苦戦しております。 

このような経済環境のもとで当社グループは、接合事業の基盤強化や得意先の海外生産シフトに対応するべく日

本品質の生産設備をグローバルで提供できる体制構築など、平成30年４月期を最終年度として策定いたしました中

期経営計画に基づき、事業領域の拡大とマーケットの拡大に取組んでおります。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は65億２千３百万円と前年同四半期に比べ

７千万円(△1.0％)の減収となり、営業利益は２億７千１百万円と前年同四半期に比べ５千５百万円(△16.9％)の減

益となりましたが、経常利益は為替差益７千万円の計上などにより、３億７千６百万円と前年同四半期に比べ２千

６百万円(7.4％)の増益に、親会社株主に帰属する四半期純利益は２億５千６百万円と前年同四半期に比べ２千６百

万円(11.7％)の増益となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

(日本) 

日本につきましては、自動車関連企業向け設備の販売が減少したことなどにより、売上高は47億３千１百万円と

前年同四半期に比べ８億７千万円(△15.5％)の減収となり、営業損失は４千万円(前年同四半期は１億２千１百万円

の営業利益)となりました。 

(米国) 

米国につきましては、自動車関連企業向け自社製品の販売が増加したことなどにより、売上高は12億７千６百万

円と前年同四半期に比べ５億１千９百万円(68.6％)の増収となり、営業利益は２億６千５百万円と前年同四半期に

比べ１億４千１百万円(114.7％)の増益となりました。 

(中国) 

中国につきましては、自動車関連企業向け自社製品の販売が減少したことなどにより、売上高は４億３百万円と

前年同四半期に比べ２千万円(△4.7％)の減収となり、営業損失は１千万円(前年同四半期は３千６百万円の営業利

益)となりました。 

(タイ) 

タイにつきましては、自動車関連企業向け設備の据付が減少したことなどにより、売上高は２億１千万円と前年

同四半期に比べ１億４千７百万円(△41.1％)の減収となり、営業利益は１千１百万円と前年同四半期に比べ３千万

円(△73.6％)の減益となりました。 
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は９千万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 40,125,000 

計 40,125,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成27年７月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年９月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 9,605,800 9,605,800 
東京証券取引所 

JASDAQ 
(スタンダード) 

単元株式数 1,000株 

計 9,605,800 9,605,800 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成27年５月１日～ 
平成27年７月31日 

― 9,605,800 ― 1,028,078 ― 751,733 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年４月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成27年７月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成27年７月31日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 288,000
 

― 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,271,000
 

9,271 同上 

単元未満株式 普通株式 46,800
 

― ― 

発行済株式総数   9,605,800
 

― ― 

総株主の議決権 ― 9,271 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

株式会社ナ・デックス 
名古屋市中区古渡町 
９番27号 

288,000 ― 288,000 2.99 

計 ― 288,000 ― 288,000 2.99 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年５月１日から平成

27年７月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年５月１日から平成27年７月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

 

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年４月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年７月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 3,404,702 3,778,334 

    受取手形及び売掛金 9,222,242 8,066,608 

    商品及び製品 1,408,551 1,942,769 

    仕掛品 679,291 631,100 

    原材料 573,211 603,761 

    その他 1,709,885 2,253,429 

    貸倒引当金 △22,320 △4,736 

    流動資産合計 16,975,563 17,271,267 

  固定資産     

    有形固定資産 3,051,466 3,067,088 

    無形固定資産     

      のれん 637,909 621,803 

      その他 1,225,024 1,207,507 

      無形固定資産合計 1,862,933 1,829,311 

    投資その他の資産 ※１  1,317,992 ※１  1,340,715 

    固定資産合計 6,232,392 6,237,115 

  資産合計 23,207,956 23,508,382 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年４月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年７月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 6,362,268 5,679,703 

    電子記録債務 1,334,206 2,096,585 

    短期借入金 374,518 579,164 

    1年内返済予定の長期借入金 53,712 48,732 

    未払法人税等 286,416 111,030 

    賞与引当金 － 108,558 

    役員賞与引当金 53,900 6,600 

    役員退職慰労引当金 4,195 － 

    その他 1,587,074 1,600,772 

    流動負債合計 10,056,291 10,231,147 

  固定負債     

    長期借入金 140,644 117,101 

    役員退職慰労引当金 64,353 42,267 

    退職給付に係る負債 18,356 15,313 

    資産除去債務 5,718 5,721 

    その他 991,580 929,914 

    固定負債合計 1,220,652 1,110,318 

  負債合計 11,276,944 11,341,466 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,028,078 1,028,078 

    資本剰余金 751,301 751,301 

    利益剰余金 9,525,474 9,685,321 

    自己株式 △159,295 △159,586 

    株主資本合計 11,145,557 11,305,113 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 213,853 215,952 

    為替換算調整勘定 545,561 610,996 

    退職給付に係る調整累計額 1,336 8,283 

    その他の包括利益累計額合計 760,752 835,233 

  非支配株主持分 24,701 26,569 

  純資産合計 11,931,011 12,166,915 

負債純資産合計 23,207,956 23,508,382 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年５月１日 
 至 平成26年７月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年５月１日 
 至 平成27年７月31日) 

売上高 6,593,550 6,523,329 

売上原価 5,271,540 5,154,916 

売上総利益 1,322,009 1,368,412 

販売費及び一般管理費 995,409 1,097,081 

営業利益 326,600 271,331 

営業外収益     

  受取利息 1,180 934 

  受取配当金 4,002 5,220 

  持分法による投資利益 21,943 11,984 

  為替差益 － 70,826 

  その他 8,678 20,488 

  営業外収益合計 35,805 109,454 

営業外費用     

  支払利息 4,051 3,700 

  為替差損 6,799 － 

  その他 1,367 727 

  営業外費用合計 12,219 4,428 

経常利益 350,185 376,357 

特別利益     

  固定資産売却益 1,880 74 

  特別利益合計 1,880 74 

特別損失     

  固定資産除売却損 － 588 

  投資有価証券評価損 668 － 

  特別損失合計 668 588 

税金等調整前四半期純利益 351,397 375,843 

法人税、住民税及び事業税 67,700 111,888 

法人税等調整額 51,624 5,883 

法人税等合計 119,325 117,771 

四半期純利益 232,072 258,072 

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,790 1,799 

親会社株主に帰属する四半期純利益 229,282 256,272 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年５月１日 
 至 平成26年７月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年５月１日 
 至 平成27年７月31日) 

四半期純利益 232,072 258,072 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 37,175 △5,545 

  為替換算調整勘定 △40,638 65,251 

  退職給付に係る調整額 2,548 6,947 

  持分法適用会社に対する持分相当額 △3,926 7,896 

  その他の包括利益合計 △4,840 74,549 

四半期包括利益 227,231 332,621 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 224,193 330,753 

  非支配株主に係る四半期包括利益 3,038 1,867 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

(企業結合に関する会計基準等の適用) 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。)等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として

計上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。  

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。 

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりであります。 

  

 ２．債権の譲渡に伴う買戻義務の上限額は、次のとおりであります。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む)及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。 

  

 

  
前連結会計年度 

(平成27年４月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年７月31日) 

投資その他の資産 51,297千円 50,247千円 
 

  
前連結会計年度 

(平成27年４月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年７月31日) 

  15,850千円 11,061千円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年５月１日 
至 平成26年７月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年５月１日 
至 平成27年７月31日) 

減価償却費 116,495千円 124,648千円 

のれんの償却額 23,395千円 28,263千円 
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(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成26年５月１日  至  平成26年７月31日) 

  配当金支払額 

  

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成27年５月１日  至  平成27年７月31日) 

  配当金支払額 

  

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成26年５月１日  至  平成26年７月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業等を含んでおります。 
  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項) 

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年７月29日 
定時株主総会 

普通株式 55,917 6 平成26年４月30日 平成26年７月30日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年７月28日 
定時株主総会 

普通株式 93,176 10 平成27年４月30日 平成27年７月29日 利益剰余金 
 

            (単位：千円) 

  

報告セグメント 
その他 
(注) 

合計 

日本 米国 中国 タイ 計 

売上高               

  外部顧客への売上高 5,136,400 746,060 383,603 313,530 6,579,594 13,955 6,593,550

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

464,874 10,734 39,691 44,162 559,464 1,172 560,636

計 5,601,275 756,795 423,295 357,693 7,139,059 15,128 7,154,187

セグメント利益 121,720 123,688 36,377 41,838 323,625 2,899 326,525
 

  (単位：千円) 

利益 金額 

報告セグメント計 323,625 

「その他」の区分の利益 2,899 

セグメント間取引消去 74 

四半期連結損益計算書の営業利益 326,600 
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成27年５月１日  至  平成27年７月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業等を含んでおります。 
  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項) 

  

 

            (単位：千円) 

  

報告セグメント 
その他 
(注) 

合計 

日本 米国 中国 タイ 計 

売上高               

  外部顧客への売上高 4,650,910 1,262,987 400,083 195,495 6,509,476 13,853 6,523,329

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

80,210 13,286 3,068 14,972 111,538 2,524 114,063

計 4,731,120 1,276,274 403,151 210,467 6,621,015 16,377 6,637,393

セグメント利益又は損失(△) △40,259 265,647 △10,857 11,007 225,537 2,750 228,288
 

  (単位：千円) 

利益 金額 

報告セグメント計 225,537 

「その他」の区分の利益 2,750 

セグメント間取引消去 43,043 

四半期連結損益計算書の営業利益 271,331 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年５月１日 
至  平成26年７月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年５月１日 
至  平成27年７月31日) 

１株当たり四半期純利益 24円60銭 27円50銭 

    (算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 229,282 256,272 

     普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益(千円) 

229,282 256,272 

     普通株式の期中平均株式数(株) 9,319,296 9,317,371 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

株式会社ナ・デックス 

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナ・デ

ックスの平成27年５月１日から平成28年４月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年５月１日から

平成27年７月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年５月１日から平成27年７月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナ・デックス及び連結子会社の平成27年７月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

 

  
 

平成27年９月９日
 

取締役会 御中 
 

有限責任監査法人 トーマツ   
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  城  戸  和  弘  ㊞ 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  三  浦  宏  和  ㊞ 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 




